
令和6年度

宮城県内企業等のデジタル化・DXに
関するアンケート結果

宮城県企画部産業デジタル推進課



調査の概要

• 調査期間

令和6年5月10日（金）～6月14日（金）

• 調査対象

県内で事業を営む企業等（情報通信業を除く）

• 回答方法

みやぎ電子申請サービス

• 回答数

488

• その他

同アンケートは令和5年度も実施しており、調査項目には一部変
更があります。
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基礎集計
• 令和5年度実施アンケートと同様の項目については比較データを挿入。



41.7%(250)

45.3%(221)

58.3%(350)

54.7%(267)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

所在地

仙台市 仙台市外

回答者の属性（所在地・従業員数）
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10.3%(62)

10.9%(53)

26.3%(158)

27%(132)

25.3%(152)

20.7%(101)

14.2%(85)

14.8%(72)

15.2%(91)

15%(73)

8.7%(52)

11.7%(57)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

従業員数

5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上

R6(N=488)

R6(N=488)



R6(N=488) R5(N=600)

製造業 21.7%(106) 23.2%(139)

建設業 16.4%(80) 15.2%(91)

運輸業・郵便業 12.5%(61) 23.5%(141)

医療、福祉 8%(39) 6.3%(38)

学術研究、専門・技術サービス業 8%(39) 3.5%(21)

卸売業・小売業 7.4%(36) 6.8%(41)

サービス業（他に分類されないもの） 6.1%(30) 8.7%(52)

宿泊業 5.1%(25) 2%(12)

金融業、保険業 3.7%(18) 2.7%(16)

農業・林業 2.9%(14) 3.8%(23)

生活関連サービス業、娯楽業 2.9%(14) 1.3%(8)

複合サービス事業 2.5%(12) 1.3%(8)

その他 2.9%(14) 0.5%(3)

回答者の属性（業種）
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2.2%(13)

2.5%(12)

6.5%(39)

10%(49)

31.3%(188)

35.5%(173)

44.2%(265)

41.2%(201)

15.8%(95)

10.9%(53)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

令和5年度と比較すると、デジタル化の取組状況が「かなり進んでいる」「進んでいる」「あ
る程度進んでいる」と回答した企業等は、8ポイント増加し48.0％となった。

デジタル化の取組状況
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R6(N=488)



80.3%(482)

84.2%(411)

13%(78)

9.4%(46)

6.7%(40)

6.4%(31)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

保有・活用している 保有・活用していない 把握していない

令和5年度と比較するとデジタル化・DX推進のために何らかのITツールを保有・活用してい
る企業等は3.9ポイント増加し84.2%になった。

ITツール保有・活用の有無
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R6(N=488)



5.8%(28)

8.5%(41)

17%(82)

15.1%(73)

19.3%(93)

24.1%(116)

23.7%(114)

32.2%(155)

44.4%(214)

61.6%(297)

68.7%(331)

77.4%(373)

81.7%(394)

89%(429)

1.2%(5)

10.9%(45)

11.4%(47)

14.4%(59)

14.4%(59)

17.8%(73)

20.7%(85)

22.6%(93)

33.6%(138)

54.3%(223)

61.8%(254)

67.2%(276)

73.2%(301)

85.6%(352)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

AIの活用（需要予測や顧客分析等）

ERP（統合基幹業務システム）

RPA（業務プロセス自動化ツール）

BIツール（データの収集、分析、加工等）

生産管理（工程管理システム等）

ECサイト

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管理システム）

受注・発注管理

コミュニケーション（グループウェア・チャットツール等）

文書（電子化、電子決裁、CAD等）

会議（オンライン会議ツール等）

人事（勤怠管理・給与計算システム等）

経理（会計システム等）

ITツールを保有している企業R6(N=411) R5(N=482)複数回答

R6 R5

保有・活用しているITツールは、「経理」が85.6％と最も多く、次いで「人事」「会議」に
なった。

保有・活用しているITツール
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12.9%(63)

0%(0)

9.2%(45)

5.3%(26)

7%(34)

7.8%(38)

11.1%(54)

15.8%(77)

17.2%(84)

18%(88)

18%(88)

18.6%(91)

19.9%(97)

21.3%(104)

22.3%(109)

28.5%(139)

0% 10% 20% 30%

把握していない

その他

ITツールを導入する予定はない

ECサイト

会議（オンライン会議ツール等）

ERP（統合基幹業務システム）

コミュニケーション（グループウェア・チャットツール等）

経理（会計システム等）

RPA（業務プロセス自動化ツール）

受注・発注管理

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管理システム）

BIツール（データの収集、分析、加工等）

生産管理（工程管理システム等）

人事（勤怠管理・給与計算システム等）

文書（電子化、電子決裁、CAD等）

AIの活用（需要予測や顧客分析等）

R6(N=488)複数回答

導入したいITツール

今後導入したいITツールは、「AIの活用」「文書」 「人事」の順に多かった。
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ITツールの導入効果

ITツールを保有・活用している企業等のうち、導入による影響について、「大きく効果が出
た」と「効果が出た」を合計すると、88.6％であった。
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9.5%(39) 79.1%(325) 11.4%(47)

0%(0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITツールを保有している企業(N=411)

大きく効果が出た 効果が出た あまり効果が出ていない 全く効果が出ていない



デジタル関連情報収集方法

デジタル関連情報収集方法は、「メディア媒体から収集（新聞、書籍、テレビ等） 」が
57.2％と最も多く、次いで「行政/公的機関から収集（自治体、商工団体等）」だった。
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7.2%(35)

1.4%(7)

11.1%(54)

25.4%(124)

37.1%(181)

39.8%(194)

45.1%(220)

48.2%(235)

57.2%(279)

0% 20% 40% 60%

情報収集はしていない

その他

専門機関から収集（コンサルタントへ依頼等）

支援機関から収集（金融機関、税理士、会計士等）

営業活動の中で収集（取引先、同業者間で情報交換）

IT企業/販売代理店/情報関連事業者から収集

セミナー・研修へ参加

行政/公的支援機関から収集（自治体、商工団体等）

メディア媒体から収集（新聞、書籍、テレビ等）

（N=488）複数回答



23.3%(140)

5%(30)

8.7%(52)

21.8%(131)

28.2%(169)

40.7%(244)

24.4%(119)

1.8%(9)

9.6%(47)

25.6%(125)

26.2%(128)

41.2%(201)

0% 20% 40%

課題と感じていない

その他

デジタル化に関する予算はあるが、既存システムのメンテナンスに費用を要す

るため資金の確保が困難

費用対効果が低く、投資の回収の見通しが立っていない

費用対効果の算出方法がわからない

デジタル化に限らず新たな投資をする資金の確保が困難

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

「予算」の面で、デジタル化を進める上で認識している課題は、「デジタル化に限らず新た
な投資をする資金の確保が困難」が41.2％と最も多く、次いで「費用対効果の算出方法がわ
からない」だった。

デジタル化を進める上で認識している課題（予算）
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28.7%(172)

8.5%(51)

9.3%(56)

19.3%(116)

26.8%(161)

37.8%(227)

39.1%(191)

1.6%(8)

8%(39)

18.2%(89)

27.9%(136)

33.8%(165)

0% 20% 40%

課題と感じていない

その他

経営者にデジタル化に対する抵抗感がある

社全体で合意を得ている方針がない

社員にデジタル化に対する抵抗感がある

デジタル化を進める組織がない

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

「組織・体制」の面で、デジタル化を進める上で認識している課題は、「デジタル化を進め
る組織がない」が33.8％と最も多かった。

デジタル化を進める上で認識している課題（組織・体制）

14



18.5%(111)

3.8%(23)

8.7%(52)

11%(66)

17.3%(104)

25.7%(154)

30.5%(183)

30.2%(181)

39.3%(236)

22.3%(109)

5.5%(27)

8.6%(42)

12.9%(63)

18%(88)

23%(112)

26.6%(130)

26.8%(131)

40.4%(197)

0% 20% 40%

課題と感じていない

その他

自社の課題がわからない

自社の課題に対しての解決方法・手段がわからない

自社の組織体制や業務の変革の仕方がわからない

デジタル人材が不足しており採用に力を入れているが成果がでない

デジタル人材の育成計画や採用計画、活躍できる場がない

社内研修等において、教える側の数や質が十分でない

個々の従業員が多忙なため、研修を受けることができない

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

「人材・知識・ノウハウ」の面で、デジタル化を進める上で認識している課題は、「個々の
従業員が多忙なため、研修を受けることができない」が40.4％と最も多く、次いで「社内研
修等において、教える側の数や質が十分でない」だった。

デジタル化を進める上で認識している課題（人材・知識・ノウハウ）

15



23.3%(140)

3%(18)

10.7%(64)

10%(60)

28%(168)

28.3%(170)

49.8%(299)

24.8%(121)

1.2%(6)

8.8%(43)

12.9%(63)

25.4%(124)

25.4%(124)

55.1%(269)

0% 20% 40% 60%

課題と感じていない

その他

そもそもどうやって探していいか分からない

ベンダーロックイン（ほかのパートナーへの乗り換えが困難）の状態である

自社のビジネスや業務、ニーズへの理解が不足している

何を基準に選んでいいのか分からない

コストが高い

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

「パートナー」の面で、デジタル化を進める上で課題と感じているのは、「コストが高い」
が55.1％と最も多く、次いで同率で「何を基準に選んでいいのか分からない」「自社のビジ
ネスや業務、ニーズへの理解が不足している」だった。

デジタル化を進める上で認識している課題（パートナー）
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36%(216)

41.6%(203)

46.3%(278)

44.9%(219)

17.7%(106)

13.5%(66)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

デジタル化は重要な経営課題であると認識し、トップダウンで対応を進めている、またはトップダウンで対応を進めることを表明している

デジタル化は経営課題であると認識しているが、トップダウンで対応を進めることまでは表明していない

デジタル化は経営課題と認識していない

経営トップのデジタル化へのコミットメント

令和5年度と比較すると、経営トップのデジタル化への関与度については、「デジタル化は重
要な経営課題であると認識し、トップダウンで対応を進めている、またはトップダウンで対
応を進めることを表明している」と回答した企業等が5.6ポイント増加し、41.6％だった。
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R6(N=488)



8.2%(49)

11.9%(58)

32.2%(193)

38.7%(189)

26.7%(160)

25.6%(125)

7.8%(47)

6.8%(33)

22.5%(135)

16.8%(82)

2.7%(16)

0.2%(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

積極的である やや積極的である やや抵抗感がある 抵抗感がある わからない その他

デジタル化に対する社員の意識

令和5年度と比較すると、デジタル化に対する社員の意識について、「積極的である」「やや
積極的である」と回答した企業等は10.2ポイント増加し50.6％となった。
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R6(N=488)



19

デジタル化を推進する部署または職位

令和5年度と比較すると、デジタル化を推進する部署または職位について、「専門部署、職位
はない」と回答した企業等は7.5ポイント減少し46.5%になった。

12.7%(76)

15%(73)

5.7%(34)

8.8%(43)

17.8%(107)

21.5%(105)

9.8%(59)

8.2%(40)

54%(324)

46.5%(227)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5(N=600)

R6(N=488)

システム管理部署 デジタル化推進部署 経営者 その他部署、職位等 専門部署、職位はない

R6(N=488)



デジタル人材確保の方法

令和5年度と比較すると、デジタル人材を確保するための方法は、「既存社員の育成」と回答
した企業等が9.2ポイント増加して56.4％になった。一方で、「特に何も行っていない」と回
答した企業等は5.3ポイント減少して32.2％になった。
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37.5%(225)

3.5%(21)

7.7%(46)

10.2%(61)

18.7%(112)

47.2%(283)

32.2%(157)

2.3%(11)

8.6%(42)

11.3%(55)

20.7%(101)

56.4%(275)

0% 20% 40% 60%

特に何も行っていない

その他

経験者の副業・兼業としての活用

専門職（デジタル人材）の正社員としての新卒採用

経験者の正社員としての活用

既存社員の育成

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5



13.3%(80)

1.8%(11)

9%(54)

5.7%(34)

6.7%(40)

8.7%(52)

20.8%(125)

23.7%(142)

34.2%(205)

37.3%(224)

51.5%(309)

13.1%(64)

1.2%(6)

7.8%(38)

8%(39)

8%(39)

10.5%(51)

22.1%(108)

23.2%(113)

37.1%(181)

37.3%(182)

54.1%(264)

0% 20% 40% 60%

特にない

その他

ユーザー企業のニーズや課題をIT企業等に伝える場

類似課題を持つ異業種他社の紹介

IT企業等の保有技術をユーザー企業にPRする場

IT企業等に対する人材育成のサポート

デジタル化に関する個別コンサルティング（アドバイザー派遣等を含む）

類似課題を持つ同業者の紹介

デジタル化による生産性向上等についての事例紹介

デジタル化人材育成のサポート

デジタル化に関する補助金の拡充

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

デジタル化を進める上で必要な支援

デジタル化を進める上で必要と感じる支援は、「デジタル化に関する補助金の拡充」が
54.1％と最も多く、次いで「デジタル化人材育成のサポート」だった。
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15.5%(93)

2.7%(16)

12.8%(77)

28.8%(173)

45.8%(275)

54.3%(326)

15%(73)

1.6%(8)

10.5%(51)

27%(132)

47.1%(230)

57.8%(282)

0% 20% 40% 60%

そもそも必要としていない

その他

就業時間外の開催

多様なバックグラウンドを持つ講師から学ぶことができる

アーカイブ視聴ができる等フォロー体制がある

オンライン開催

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

人材育成事業に参加する場合に重視する点

人材育成事業に参加する場合に重視する点は、「オンライン開催」が57.8％と最も多く、次
いで「アーカイブ視聴ができるなどフォロー体制がある」だった。
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16%(96)

1.3%(8)

7%(42)

12.2%(73)

10.7%(64)

25.2%(151)

38.7%(232)

37.8%(227)

39.2%(235)

16%(78)

1.8%(9)

7.6%(37)

11.1%(54)

13.7%(67)

27.7%(135)

37.9%(185)

40%(195)

42.4%(207)

0% 20% 40%

そもそも必要としていない

その他

ベンダー企業とのマッチングの機会

講義中心のプログラム

参加企業同士の交流

ケーススタディ中心のプログラム

実践中心のプログラム

役職別（担当者、管理職、経営者等）のプログラム

部門別（管理、製造、営業等）のプログラム

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

参加したいと思う人材育成事業のプログラム

参加したいと思う人材育成事業のプログラム内容は、「部門別（管理、製造、営業など）の
プログラム」が42.4％と最も多く、次いで「役職別（担当者、管理職、経営者等）のプログ
ラム」だった。
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14%(84)

1.3%(8)

13.8%(83)

17.2%(103)

37.5%(225)

36.5%(219)

42.8%(257)

41.5%(249)

11.1%(54)

1%(5)

16.8%(82)

20.9%(102)

35.2%(172)

40.6%(198)

44.5%(217)

50%(244)

0% 20% 40%

そもそも必要としていない

その他

高度な講義内容（AI、IoT技術等の紹介等）

高度スキルを学ぶ実践的な内容（AI・IoT技術等の活用方法等）

基礎スキルを学ぶ実践的な内容（グループウェア等の要素技術の活用方法等）

基礎的な講義内容（DXの定義、グループウェア等の要素技術の紹介等）

業種を絞った具体的な内容

実際にデジタル化・DXを活用した企業による事例紹介

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

参加したいと思うセミナーの内容

参加したいと思うセミナーの内容は、「実際にデジタル化・DXを活用した企業による事例紹
介」が50％と最も多く、次いで「業種に絞った具体的な内容」だった。
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12%(72)

2.8%(17)

21.7%(130)

25.2%(151)

26.7%(160)

31.5%(189)

43.3%(260)

41.5%(249)

49.3%(296)

11.3%(55)

3.1%(15)

20.7%(101)

26.6%(130)

28.9%(141)

32.2%(157)

43.4%(212)

45.1%(220)

54.3%(265)

0% 20% 40% 60%

そもそも必要としていない

その他

大規模事業（総事業費500万円超）を想定した補助金

取組内容の検討や書類作成にアドバイザーが伴走支援をしてくれる

小規模事業（総事業費100万円未満）を想定した補助金

補助対象に専門家経費（研修費、指導費など）が含まれる

中規模事業（総事業費100万円以上500万円以下）を想定した補助金

補助対象にハードウェア（POSレジ、パソコン機器など）の購入費が含まれる

補助対象にソフトウェア（会計ソフト、グループウェアなど）の購入・構築・

利用料が含まれる

R6(N=488)R5(N=600)複数回答

R6 R5

活用したいと思う補助金の内容

活用したいと思う補助金の内容は、「補助対象にソフトウェア（会計ソフト、グループウェ
アなど）の購入・構築・利用料が含まれる」が54.3％と最も多く、次いで「補助対象にハー
ドウェア（POSレジ、パソコン機器など）の購入費が含まれる」だった。
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6.1%(30)

1.4%(7)

7%(34)

29.7%(145)

35.5%(173)

39.5%(193)

51.8%(253)

78.3%(382)

0% 40% 80%

特に何も行っていない

その他

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

社員向け教育の実施

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ファイアウォール、UTM（統合脅威管理）、VPN（専用回線網）等ネットワー

ク関連対策

ウイルス対策ソフト/サービスの導入

(N=488)複数回答

セキュリティ対策の取組状況

セキュリティ対策の取組状況は、「ウイルス対策ソフト/サービスの導入」が78.3％と最も多
く、次いで「ファイアウォール、UTM（統合脅威管理）、VPN（専用回線網）等ネットワー
ク関連対策」だった。
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23.2%(113)

3.3%(16)

6.6%(32)

7%(34)

12.9%(63)

21.3%(104)

30.7%(150)

40.6%(198)

0% 20% 40%

課題を感じていない

その他

必要性を感じていない

社全体で合意を得ている方針がない

どのように始めたらよいか分からない

費用対効果が見えない

実施人材の確保

維持管理コストが増大する

(N=488)複数回答

セキュリティ対策を進める上での課題

セキュリティ対策を進める上での課題は、「維持管理コストが増大する」が40.6％と最も多
く、次いで「実施人材の確保」だった。
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21.9%(107)

2.5%(12)

4.5%(22)

5.9%(29)

19.9%(97)

21.1%(103)

29.5%(144)

33%(161)

38.5%(188)

0% 20% 40%

特にない

その他

類似課題を持つ異業種他社の紹介

ユーザー企業のニーズや課題をIT企業等に伝える場

類似課題を持つ同業者の紹介

セキュリティ対策に関する個別コンサルティング（アドバイザー派遣などを含

む）

セキュリティ人材育成のサポート

社員向けセキュリティ教育のサポート

セキュリティ対策の事例紹介

(N=488)複数回答

セキュリティ対策を進める上で必要な支援

セキュリティ対策の取組状況は、「セキュリティ対策の事例紹介」が38.5％と最も多く、次
いで「社員向けセキュリティ教育のサポート」だった。
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クロス集計
• 業種のクロス集計は、回答数の多かった上位3業種「製造業」 「建設業」

「運輸業・郵便業」に限定しています。



デジタル化の取組状況が「かなり進んでいる」「進んでいる」「ある程度進んでいる」と回
答した企業等は仙台市で52％、仙台市外で44.6％だった。

デジタル化取組状況×所在地

30

1.1%(3)

4.1%(9)

7.5%(20)

13.1%(29)

36%(96)

34.8%(77)

43.1%(115)

38.9%(86)

12.4%(33)

9%(20)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仙台市外(N=267)

仙台市(N=221)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない



12.3%(7)

0%(0)

1.4%(1)

1%(1)

1.5%(2)

1.9%(1)

24.6%(14)

11%(8)

16.7%(12)

6.9%(7)

6.1%(8)

0%(0)

36.8%(21)

28.8%(21)

38.9%(28)

35.6%(36)

34.8%(46)

39.6%(21)

22.8%(13)

56.2%(41)

36.1%(26)

46.5%(47)

42.4%(56)

34%(18)

3.5%(2)

4.1%(3)

6.9%(5)

9.9%(10)

15.2%(20)

24.5%(13)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

301人以上(N=57)

101～300人(N=73)

51～100人(N=72)

21～50人(N=101)

6～20人(N=132)

5人以下(N=53)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

従業員数が多い企業ほど、デジタル化の取組状況が「かなり進んでいる」「進んでいる」
「ある程度進んでいる」と回答した企業等の割合が高い傾向が見られた。

デジタル化取組状況×従業員数
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0%(0)

1.3%(1)

0.9%(1)

11.5%(7)

5%(4)

9.4%(10)

32.8%(20)

31.3%(25)

40.6%(43)

52.5%(32)

48.8%(39)

38.7%(41)

3.3%(2)

13.8%(11)

10.4%(11)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運輸業・郵便業(N=61)

建設業(N=80)

製造業(N=106)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

特に製造業でデジタル化の取組状況が「かなり進んでいる」「進んでいる」「ある程度進ん
でいる」と回答した企業等の割合が高い。

デジタル化取組状況×業種（製造業、建設業、運輸業・郵便業）
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15.1%(8)

0%(0)

1.9%(1)

20.8%(11)

20.8%(11)

26.4%(14)

35.8%(19)

41.5%(22)

54.7%(29)

8%(16)

1.5%(3)

10%(20)

24.9%(50)

32.3%(65)

36.3%(73)

41.3%(83)

46.8%(94)

58.2%(117)

4%(7)

2.3%(4)

8.7%(15)

26.6%(46)

43.4%(75)

42.2%(73)

48%(83)

49.1%(85)

55.5%(96)

6.1%(3)

0%(0)

28.6%(14)

32.7%(16)

46.9%(23)

55.1%(27)

55.1%(27)

55.1%(27)

59.2%(29)

8.3%(1)

0%(0)

33.3%(4)

8.3%(1)

58.3%(7)

58.3%(7)

66.7%(8)

58.3%(7)

66.7%(8)

0% 20% 40% 60%

情報収集はしていない

その他

専門機関から収集（コンサルタントへ依頼等）

支援機関から収集（金融機関、税理士、会計士等）

営業活動の中で収集（取引先、同業者間で情報交換）

IT企業/販売代理店/情報関連事業者から収集

セミナー・研修へ参加

行政/公的支援機関から収集（自治体、商工団体等）

メディア媒体から収集（新聞、書籍、テレビ等）

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化の取組が進んでいる企業等ほど複数の情報収集手段を持つ傾向が見られた。

デジタル化の取組状況×デジタル関連情報収集方法
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9.4%(5)

1.9%(1)

1.9%(1)

28.3%(15)

37.7%(20)

54.7%(29)

17.4%(35)

0.5%(1)

8.5%(17)

30.3%(61)

30.3%(61)

49.3%(99)

28.3%(49)

2.3%(4)

10.4%(18)

23.7%(41)

22.5%(39)

35.3%(61)

44.9%(22)

2%(1)

22.4%(11)

16.3%(8)

12.2%(6)

22.4%(11)

66.7%(8)

16.7%(2)

0%(0)

0%(0)

16.7%(2)

8.3%(1)

0% 20% 40% 60%

課題と感じていない

その他

デジタル化に関する予算はあるが、既存システムのメンテナンスに費用を要す

るため資金の確保が困難

費用対効果が低く、投資の回収の見通しが立っていない

費用対効果の算出方法がわからない

デジタル化に限らず新たな投資をする資金の確保が困難

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

「予算」の面で、デジタル化を進める上で課題と感じている項目のうち、デジタル化の取組
が進んでいない企業ほど「デジタル化に限らず新たな投資をする資金の確保が困難」と回答
した割合が高い傾向が見られた。

デジタル化の取組状況×デジタル化を進める上で認識している課題（予算）
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24.5%(13)

0%(0)

13.2%(7)

30.2%(16)

17%(9)

47.2%(25)

29.4%(59)

1.5%(3)

9.5%(19)

21.4%(43)

31.8%(64)

44.8%(90)

43.9%(76)

2.3%(4)

6.4%(11)

15%(26)

30.6%(53)

26.6%(46)

69.4%(34)

2%(1)

4.1%(2)

6.1%(3)

20.4%(10)

2%(1)

75%(9)

0%(0)

0%(0)

8.3%(1)

0%(0)

25%(3)

0% 20% 40% 60% 80%

課題と感じていない

その他

経営者にデジタル化に対する抵抗感がある

社全体で合意を得ている方針がない

社員にデジタル化に対する抵抗感がある

デジタル化を進める組織がない

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

「組織・体制」の面で、デジタル化を進める上で課題と感じている項目のうち、デジタル化
の取組が進んでいない企業等ほど「デジタル化を進める組織がない」の回答割合が高かった
た。

デジタル化の取組状況×デジタル化を進める上での課題（組織・体制）
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15.1%(8)

1.9%(1)

20.8%(11)

24.5%(13)

18.9%(10)

15.1%(8)

26.4%(14)

17%(9)

39.6%(21)

16.4%(33)

5%(10)

8.5%(17)

16.4%(33)

25.9%(52)

24.9%(50)

31.3%(63)

28.4%(57)

47.8%(96)

24.9%(43)

5.8%(10)

7.5%(13)

8.1%(14)

12.1%(21)

23.1%(40)

27.7%(48)

28.9%(50)

36.4%(63)

38.8%(19)

10.2%(5)

2%(1)

6.1%(3)

10.2%(5)

22.4%(11)

8.2%(4)

26.5%(13)

30.6%(15)

50%(6)

8.3%(1)

0%(0)

0%(0)

0%(0)

25%(3)

8.3%(1)

16.7%(2)

16.7%(2)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

課題と感じていない

その他

自社の課題がわからない

自社の課題に対しての解決方法・手段がわからない

自社の組織体制や業務の変革の仕方がわからない

デジタル人材が不足しており採用に力を入れているが成果がでない

デジタル人材の育成計画や採用計画、活躍できる場がない

社内研修等において、教える側の数や質が十分でない

個々の従業員が多忙なため、研修を受けることができない

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

「人材・知識・ノウハウ」の面で、デジタル化を進める上で課題と感じている項目のうち、
デジタル化の取組が進んでいない企業ほど「個々の従業員が多忙なため、研修を受けること
ができない」「自社の組織体制や業務の変革の仕方がわからない」「自社の課題に対しての
解決方法・手段がわからない」と回答した割合が高い傾向が見られた。

デジタル化の取組状況×デジタル化を進める上での課題（人材・知識・ノウハウ）
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13.2%(7)

0%(0)

20.8%(11)

5.7%(3)

17%(9)

41.5%(22)

66%(35)

18.4%(37)

1%(2)

9.5%(19)

14.9%(30)

29.4%(59)

28.9%(58)

57.7%(116)

29.5%(51)

1.7%(3)

5.8%(10)

11.6%(20)

26%(45)

22%(38)

52%(90)

38.8%(19)

2%(1)

6.1%(3)

18.4%(9)

18.4%(9)

12.2%(6)

49%(24)

58.3%(7)

0%(0)

0%(0)

8.3%(1)

16.7%(2)

0%(0)

33.3%(4)

0% 20% 40% 60%

課題と感じていない

その他

そもそもどうやって探していいか分からない

ベンダーロックイン（ほかのパートナーへの乗り換えが困難）の状態である

自社のビジネスや業務、ニーズへの理解が不足している

何を基準に選んでいいのか分からない

コストが高い

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

「パートナー」の面で、デジタル化を進める上で課題と感じている項目のうち、デジタル化
の取組が進んでいない企業等ほど「コストが高い」「何を基準に選んでいいのか分からな
い」と回答した割合が高い傾向が見られた。

デジタル化の取組状況×デジタル化を進める上での課題（パートナー）
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1.5%(1)

0.5%(1)

4.9%(10)

1.5%(1)

3.2%(7)

20.2%(41)

24.2%(16)

29.7%(65)

45.3%(92)

45.5%(30)

56.2%(123)

23.6%(48)

27.3%(18)

10.5%(23)

5.9%(12)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

デジタル化は経営課題と認識していない(N=66)

デジタル化は経営課題であると認識しているが、トップダウンで対応を進める

ことまでは表明していない(N=219)

デジタル化は重要な経営課題であると認識し、トップダウンで対応を進めてい

る、またはトップダウンで対応を進めることを表明している(N=203)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

経営トップのデジタル化への関与度が高いほど、デジタル化の取組状況が「かなり進んでい
る」「進んでいる」「ある程度進んでいる」と回答した企業等の割合が高い。

デジタル化の取組状況×経営トップのデジタル化へのコミットメント
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0.9%(2)

0%(0)

1.9%(2)

4.1%(3)

11.6%(5)

2.6%(6)

7.5%(3)

10.5%(11)

19.2%(14)

34.9%(15)

27.8%(63)

45%(18)

42.9%(45)

42.5%(31)

37.2%(16)

51.5%(117)

40%(16)

34.3%(36)

34.2%(25)

16.3%(7)

17.2%(39)

7.5%(3)

10.5%(11)

0%(0)

0%(0)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門部署、職位はない(N=227)

その他部、職位(N=40)

経営者(N=105)

システム管理部署(N=73)

デジタル化推進部署(N=43)

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化を推進する部署または職位がある企業等ほど「かなり進んでいる」「進んでい
る」「ある程度進んでいる」と回答した企業等の割合が高い一方、進んでいない企業等ほど
「専門部署、職位はない」と回答した割合が高い。

デジタル化の取組状況×デジタル化を推進する部署または職位
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52.8%(28)

0%(0)

11.3%(6)

1.9%(1)

9.4%(5)

37.7%(20)

39.3%(79)

2%(4)

8.5%(17)

8%(16)

16.4%(33)

49.3%(99)

26%(45)

2.9%(5)

10.4%(18)

10.4%(18)

20.8%(36)

61.8%(107)

10.2%(5)

4.1%(2)

2%(1)

32.7%(16)

42.9%(21)

75.5%(37)

0%(0)

0%(0)

0%(0)

33.3%(4)

50%(6)

100%(12)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に何も行っていない

その他

経験者の副業・兼業としての活用

専門職（デジタル人材）の正社員としての新卒採用

経験者の正社員としての活用

既存社員の育成

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化の取組が進んでいる企業等ほど「既存社員の育成」と回答した割合が高い傾向が
見られた。

デジタル化の取組状況×デジタル人材確保の方法
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22.6%(12)

0%(0)

5.7%(3)

5.7%(3)

9.4%(5)

5.7%(3)

22.6%(12)

30.2%(16)

32.1%(17)

20.8%(11)

47.2%(25)

11.9%(24)

1%(2)

8%(16)

8.5%(17)

5.5%(11)

10.4%(21)

22.9%(46)

23.4%(47)

39.3%(79)

38.3%(77)

56.2%(113)

12.1%(21)

1.7%(3)

7.5%(13)

9.8%(17)

10.4%(18)

11.6%(20)

19.7%(34)

22.5%(39)

37.6%(65)

37%(64)

53.8%(93)

12.2%(6)

0%(0)

10.2%(5)

4.1%(2)

6.1%(3)

12.2%(6)

26.5%(13)

22.4%(11)

34.7%(17)

46.9%(23)

53.1%(26)

8.3%(1)

8.3%(1)

8.3%(1)

0%(0)

16.7%(2)

8.3%(1)

25%(3)

0%(0)

25%(3)

58.3%(7)

58.3%(7)

0% 20% 40% 60%

特にない

その他

ユーザー企業のニーズや課題をIT企業等に伝える場

類似課題を持つ異業種他社の紹介

IT企業等の保有技術をユーザー企業にPRする場

IT企業等に対する人材育成のサポート

デジタル化に関する個別コンサルティング（アドバイザー派遣等を含む）

類似課題を持つ同業者の紹介

デジタル化による生産性向上等についての事例紹介

デジタル化人材育成のサポート

デジタル化に関する補助金の拡充

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化の取組が進んでいる企業等ほど「デジタル化人材育成のサポート」と回答した割
合が高い。一方で「デジタル化による生産性向上等についての事例紹介」「類似課題を持つ
異業種他社の紹介」は進んでいない企業等において回答の割合が高かった。

デジタル化の取組状況×必要な支援
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17%(9)

0%(0)

5.7%(3)

13.2%(7)

18.9%(10)

17%(9)

22.6%(12)

77.4%(41)

7.5%(15)

2%(4)

8.5%(17)

23.9%(48)

25.9%(52)

33.8%(68)

48.8%(98)

79.6%(160)

3.5%(6)

0.6%(1)

5.2%(9)

30.6%(53)

38.2%(66)

43.9%(76)

55.5%(96)

76.3%(132)

0%(0)

2%(1)

10.2%(5)

57.1%(28)

71.4%(35)

63.3%(31)

77.6%(38)

79.6%(39)

0%(0)

8.3%(1)

0%(0)

75%(9)

83.3%(10)

75%(9)

75%(9)

83.3%(10)

0% 20% 40% 60% 80%

特に何も行っていない

その他

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

社員向け教育の実施

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ファイアウォール、UTM（統合脅威管理）、VPN（専用回線網）等ネットワー

ク関連対策

ウイルス対策ソフト/サービスの導入

(N=488)複数回答

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

デジタル化の取組状況に関わらず、「ウイルス対策ソフト/サービスの導入」をしている割合
が高かった。一方で、デジタル化の取組状況が進んでいる企業ほど、複数のセキュリティ対
策を実施している傾向があった。

デジタル化の取組状況×セキュリティ対策状況
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仙台市（N=188）

1位
AIの活用（需要予測や顧客分
析等）

29.9%
(66)

2位
RPA（業務プロセス自動化
ツール）

20.8%
(46)

3位
文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

19.9%
(44)

人事（勤怠管理・給与計算シ
ステム等）

19.9%
(44)

ITツール 仙台市（N＝188） 仙台市外（N＝223）

経理（会計システム等） 85.6%(161) 85.7%(191)

人事（勤怠管理・給与計算システム等） 76.1%(143) 70.9%(158)

会議（オンライン会議ツール等） 75%(141) 60.5%(135)

文書（電子化、電子決裁、CAD等） 70.7%(133) 54.3%(121)

コミュニケーション（グループウェア・チャッ
トツール等）

66%(124) 44.4%(99)

受注・発注管理 33.5%(63) 33.6%(75)

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管理
システム）

31.4%(59) 15.2%(34)

ECサイト 17.6%(33) 23.3%(52)

生産管理（工程管理システム等） 14.9%(28) 20.2%(45)

BIツール（データの収集、分析、加工等） 19.7%(37) 9.9%(22)

RPA（業務プロセス自動化ツール） 22.9%(43) 7.2%(16)

ERP（統合基幹業務システム） 14.9%(28) 8.5%(19)

AIの活用（需要予測や顧客分析など） 18.1%(34) 4.9%(11)

その他 1.6%(3) 0.9%(2)

ITツールを保有・活用している割合は、 14項目中10項目で仙台市の方が高かった。導入した
いITツールは仙台市、仙台市外ともに「AIの活用」の回答数が多かった。

保有・活用しているITツール、導入したいITツール×所在地
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保有・活用しているツール 複数回答

仙台市外（N=223）

1位
AIの活用（需要予測や顧客分
析等）

27.3%
(73)

2位
生産管理（工程管理システム
等）

26.2%
(70)

3位
文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

24.3%
(65)

導入したいツール 複数回答

複数回答



5人以下
（N＝41）

6～20人
（N＝108）

21～50人
（N＝87）

51～100人
（N＝62）

101～300人

（N＝60）
301人以上
（N＝53）

経理（会計システム等）
82.9%
(34)

77.8%
(84)

85.1%
(74)

85.5%
(53)

91.7%
(55)

98.1%
(52)

人事（勤怠管理・給与計
算システム等）

29.3%
(12)

63.9%
(69)

78.2%
(68)

72.6%
(45)

91.7%
(55)

98.1%
(52)

会議（オンライン会議
ツール等）

48.8%
(20)

50%
(54)

57.5%
(50)

80.6%
(50)

83.3%
(50)

98.1%
(52)

文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

68.3%
(28)

51.9%
(56)

57.5%
(50)

58.1%
(36)

66.7%
(40)

83%
(44)

コミュニケーション（グ
ループウェア・チャット
ツール等）

26.8%
(11)

43.5%
(47)

46%
(40)

66.1%
(41)

63.3%
(38)

86.8%
(46)

受注・発注管理
7.3%
(3)

25.9%
(28)

34.5%
(30)

33.9%
(21)

50%
(30)

49.1%
(26)

SFA（営業支援システ
ム）・CRM（顧客管理シ
ステム）

17.1%
(7)

9.3%
(10)

19.5%
(17)

17.7%
(11)

36.7%
(22)

49.1%
(26)

ECサイト
12.2%
(5)

19.4%
(21)

18.4%
(16)

25.8%
(16)

26.7%
(16)

20.8%
(11)

生産管理（工程管理シス
テム等）

7.3%
(3)

15.7%
(17)

18.4%
(16)

12.9%
(8)

23.3%
(14)

28.3%
(15)

BIツール（データの収集、
分析、加工等）

2.4%
(1)

1.9%
(2)

9.2%
(8)

14.5%
(9)

11.7%
(7)

60.4%
(32)

RPA（業務プロセス自動
化ツール）

0%
(0)

3.7%
(4)

6.9%
(6)

11.3%
(7)

23.3%
(14)

52.8%
(28)

ERP（統合基幹業務シス
テム）

0%
(0)

4.6%
(5)

6.9%
(6)

12.9%
(8)

21.7%
(13)

28.3%
(15)

AIの活用（需要予測や顧
客分析など）

9.8%
(4)

3.7%
(4)

4.6%
(4)

11.3%
(7)

10%
(6)

37.7%
(20)

その他
0%
(0)

0%
(0)

2.3%
(2)

3.2%
(2)

0%
(0)

1.9%
(1)

ITツールを保有・活用している割合は、従業員数が多い企業等ほど高い傾向が見られた。導
入したいITツールは、従業員数が少ない企業等は「文書」が上位になり、従業員数が多い企
業等は「AIの活用」の回答割合が多かった。

保有・活用しているITツール、導入したいITツール×従業員数
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保有・活用しているツール 複数回答

5人以下（N=53） 6～20人（N=132）

1位
文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

22.6%
(12)

生産管理（工程管理シス
テム等）

25%
(33)

経理（会計システム等）
22.6%
(12)

－

2位 －
人事（勤怠管理・給与計
算システム等）

24.2%
(32)

3位
ITツールを導入する予定
はない

18.9%
(10)

受注・発注管理
23.5%
(31)

21～50人（N=101） 51～100人（N=72）

1位
生産管理（工程管理シス
テム等）

25.7%
(26)

文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

33.3%
(24)

2位
AIの活用（需要予測や顧
客分析等）

24.8%
(25)

AIの活用（需要予測や顧
客分析等）

31.9%
(23)

3位
文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

19.8%
(20)

BIツール（データの収集、
分析、加工等）

29.2%
(21)

101～300人（N=73） 301人以上（N=57）

1位
AIの活用（需要予測や顧
客分析等）

34.2%
(25)

AIの活用（需要予測や顧
客分析等）

47.4%
(27)

2位
人事（勤怠管理・給与計
算システム等）

27.4%
(20)

RPA（業務プロセス自動
化ツール）

28.1%
(16)

3位
文書（電子化、電子決裁、
CAD等）

26%
(19)

BIツール（データの収集、
分析、加工等）

15.8%
(9)

RPA（業務プロセス自動
化ツール）

26%
(19)

導入したいツール 複数回答



製造業
（N=91）

建設業
（N=64）

運輸業・郵便業
（N＝50）

経理（会計システム等）
92.3%
(84)

76.6%
(49)

78%
(39)

人事（勤怠管理・給与計算システム等）
74.7%
(68)

71.9%
(46)

76%
(38)

会議（オンライン会議ツール等）
79.1%
(72)

53.1%
(34)

54%
(27)

文書（電子化、電子決裁、CAD等）
62.6%
(57)

70.3%
(45)

42%
(21)

コミュニケーション（グループウェア・
チャットツール等）

57.1%
(52)

46.9%
(30)

20%
(10)

受注・発注管理
52.7%
(48)

23.4%
(15)

30%
(15)

SFA（営業支援システム）・CRM（顧客管
理システム）

13.2%
(12)

10.9%
(7)

24%
(12)

ECサイト
45.1%
(41)

9.4%
(6)

6%
(3)

生産管理（工程管理システム等）
33%
(30)

20.3%
(13)

18%
(9)

BIツール（データの収集、分析、加工等）
15.4%
(14)

3.1%
(2)

6%
(3)

RPA（業務プロセス自動化ツール）
12.1%
(11)

14.1%
(9)

10%
(5)

ERP（統合基幹業務システム）
8.8%
(8)

4.7%
(3)

8%
(4)

AIの活用（需要予測や顧客分析など）
8.8%
(8)

3.1%
(2)

2%
(1)

その他
1.1%
(1)

0%
(0)

0%
(0)

ITツールを保有・活用している割合は、 「経理」は特に製造業が高かった。導入したいIT
ツールは、建設業、運輸業・郵便業は「文書」「人事」の回答割合が高かった。一方、製造
業では「生産管理」「AIの活用」の回答割合が高かった。

保有・活用しているITツール、導入したいITツール×業種（製造業、建設業、運輸業・郵便業）
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保有・活用しているツール 複数回答

製造業（N=106）

1位 生産管理（工程管理システム等）
45.3%
(48)

2位
AIの活用（需要予測や顧客分析
等）

38.7%
(41)

3位 受注・発注管理
32.1%
(34)

建設業（N=80）

1位 文書（電子化、電子決裁、CAD等）
22.5%
(18)

2位
人事（勤怠管理・給与計算システ
ム等）

20%
(16)

受注・発注管理
20%
(16)

経理（会計システム等）
20%
(16)

運輸業・郵便業（N=61）

1位
人事（勤怠管理・給与計算システ
ム等）

23%
(14)

2位
AIの活用（需要予測や顧客分析
等）

18%
(11)

3位 文書（電子化、電子決裁、CAD等）
16.4%
(10)

導入したいITツール 複数回答



7.5%(20)

1.1%(3)

9.4%(25)

27%(72)

37.1%(99)

36%(96)

39.3%(105)

46.4%(124)

56.6%(151)

6.8%(15)

1.8%(4)

13.1%(29)

23.5%(52)

37.1%(82)

44.3%(98)

52%(115)

50.2%(111)

57.9%(128)

0% 20% 40% 60%

情報収集はしていない

その他

専門機関から収集（コンサルタントへ依頼等）

支援機関から収集（金融機関、税理士、会計士等）

営業活動の中で収集（取引先、同業者間で情報交換）

IT企業/販売代理店/情報関連事業者から収集

セミナー・研修へ参加

行政/公的支援機関から収集（自治体、商工団体等）

メディア媒体から収集（新聞、書籍、テレビ等）

仙台市(N=221)仙台市外(N=267)

仙台市 仙台市外

仙台市外の企業等が「支援機関から収集（金融機関、税理士、会計士等）」の回答割合が高
かった。一方、仙台市の企業等は「セミナー・研修会へ参加」の回答割合が高かった。

デジタル関連情報収集方法×所在地
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0%(0)

3.5%(2)

1.8%(1)

84.2%(48)

82.5%(47)

78.9%(45)

91.2%(52)

89.5%(51)

0%(0)

1.4%(1)

8.2%(6)

49.3%(36)

53.4%(39)

60.3%(44)

72.6%(53)

84.9%(62)

2.8%(2)

1.4%(1)

12.5%(9)

30.6%(22)

33.3%(24)

36.1%(26)

62.5%(45)

80.6%(58)

6.9%(7)

2%(2)

5.9%(6)

15.8%(16)

26.7%(27)

33.7%(34)

47.5%(48)

76.2%(77)

9.1%(12)

0.8%(1)

9.1%(12)

15.9%(21)

22%(29)

27.3%(36)

34.1%(45)

72%(95)

17%(9)

0%(0)

0%(0)

3.8%(2)

13.2%(7)

15.1%(8)

18.9%(10)

73.6%(39)

0% 30% 60% 90%

特に何も行っていない

その他

保守/運用を外部企業に委託しているため詳細を把握していない

セキュリティ方針、インシデント対応マニュアル等の策定

社員向け教育の実施

設備室の施錠、出入管理やＰＣパスワード設定等による機密管理

ファイアウォール、UTM（統合脅威管理）、VPN（専用回線網）等ネットワーク

関連対策

ウイルス対策ソフト/サービスの導入

(N=488)複数回答

5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上

従業員数が多い企業ほど、セキュリティにおいて幅広い対策を実施している傾向が見られた。

セキュリティ対策状況×従業員数
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